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要旨：桟橋ＲＣ上部工を適切に維持管理するには，劣化状態の把握もさることながら以後の

劣化進行を的確に予測することが重要となる。そこで本研究は，塩化物イオン浸透の予測モ

デルを用いた方法と確率論的手法を融合した劣化進行予測手法の妥当性について検討した。

劣化度分布が評価できる既往調査事例によって検証した結果，妥当性と今後の確立に向けた

方針が抽出できた。 
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1． はじめに 
 公共投資の大幅な伸びが期待できない現況に

おいては，既存の社会資本ストックの適切な維

持・管理を行うことにより供用期間を通した施

設の良好な機能維持を図るとともに，維持管理

費の低減を図ることが重要課題となっている。 
 我が国の物流を支える港湾施設は重要な社会

資本の一つであるが海洋環境下に置かれている

ため，コンクリート構造物の塩害による早期劣

化の事例が数多く見られ，維持・管理費用およ

び機能維持・向上のための補修費用の増大につ

ながっている。塩害劣化を受けた構造物の維

持・管理および補修を効果的に行うためには，

腐食環境を適切に評価した上で，構造物の保有

する耐久性を適切に評価して，補修時期・補修

工法を選定する必要がある。構造物の耐久性の

評価では，適切な点検実施を行うとともに，構

造物の置かれた劣化環境下でのコンクリート構

造物の合理的で精度の高い劣化予測手法に基づ

いた耐久性能設計を行うことが重要である。 
コンクリート標準示方書 1)では，塩化物イオ

ンの拡散と鋼材腐食の進行に基づいた劣化予測

手法を示し，塩化物イオンの拡散の予測および

鋼材腐食の進行の予測をそれぞれ示している。

これらの手法では，腐食ひび割れ発生までは表

面塩化物イオン濃度と見かけの拡散係数および

鉄筋の腐食速度等をパラメータとして適切に与

えることで，対象施設の平均的な劣化を予測す

ることができる。しかしながら，実際の施設で

は構造物の各部材の置かれた劣化環境が違うこ

とや構造物の性能が必ずしも一様でないことな

どから，劣化が進んだ部材と劣化進行の遅い部

材が混在する状況にあるのが一般的であるが，

このような実際の施設の劣化進行状況を上述の

手法で適切に再現することは困難である。 
参考文献2)では桟橋を対象とした研究の中で，

梁・床版を小領域に分割した各施設毎の劣化進

行がマルコフ連鎖モデルで表現できるとした劣

化予測モデルを提案している。このモデルによ

れば，各施設の劣化進行は遷移確率で表される

確率的現象で表現されており，小領域に分割さ

れた梁・床版部材の劣化度に関する目視調査結

果から遷移確率を評価することで，将来の梁・

床版部材の劣化予測を行うことができる。ただ

し，参考文献 2)の手法では，遷移確率は構造物

の諸元や現状の劣化度の違いに関わらず一定と

されたモデルとなっているが，このことは構造

物の劣化度が時間的に平均的に進行することを

仮定したことになる。実際の構造物では，かぶ

り厚などの構造物条件の違いや現状の劣化度の
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違いなどにより，劣化進行が時間的に平均に進

むことを想定することはできない。 
本研究は，参考文献 2)の劣化予測手法におい

て，かぶり厚などの構造物条件の違いにより劣

化進行速度が異なることを，各劣化度毎に異な

る遷移確率を与えることで考慮できるものとす

る新しい確率的な劣化予測モデルを提案するも

のである。本提案手法によれば，同一施設にお

ける劣化度分布をより正確に再現した劣化予測

モデルを構築できるため，塩害劣化を受ける構

造物の維持・管理戦略立案に向けた有用な情報

を提供することができる。 

2．桟橋 RC 上部工の現状の劣化予測手法とそ

の問題点 
2．1 コンクリート標準示方書の劣化予測モ

デル 

コンクリート標準示方書 1)では鉄筋位置にお

いて発錆限界に至るまでの期間を予測する方法

として鉄筋位置における塩化物イオン濃度から

求めるものとしており，塩化物イオンの拡散予

測にあたってはフィックの第 2 法則として知ら

れる拡散方程式をコンクリート表面の塩化物イ

オン濃度を一定として解いた次式が用いられて

いる。 

 ( ) 







⋅

−=
tD2

zerf1Ct,zC O  （1） 

ここで ( )t,zC ：深さ z(cm)，時刻 t（年）に

おける塩化物イオン濃度（kg/m3）， 

OC ：表面における塩化物イオン濃度（kg/m3），

D：塩化物イオンのみかけの拡散係数（cm2/年），

erf：誤差関数 

式(1)では，入力パラメータとして表面塩化物

イオン濃度，みかけの拡散係数を与えることで，

構造物内の塩化物イオン濃度分布が求まるが，

同一の施設であっても各部材毎に環境条件が異

なることやコンクリート品質にばらつきが存在

することなどのために，実際の構造物の塩化物

イオン濃度分布は均一ではない。そのため，塩

化物イオン濃度分布の予測精度を向上させるた

めには，各部材毎に入力パラメータと現状の塩

化物イオン濃度分布の精度良い値が必要となる。

通常これらの測定には多額の費用がかかるため，

各施設の限られた箇所での調査結果から施設全

体の平均的な劣化進行を判断せざるを得ない。 

一方，劣化進行が進んだ段階では鉄筋腐食量

の進行予測が重要となるが，鉄筋の腐食は様々

な環境要因に左右されることからコンクリート

標準示方書 1)では加速期，劣化期の各期間の具

体的な予測方法については必ずしも明確にされ

ていない。 

2．2 確率論的予測方法 

参考文献 2)では，目視点検結果から桟橋の部

材毎の劣化度を表―1 に示す劣化度０～Ⅴの 6

段階に分類し，各部材の劣化進行が式(2)で表現

されるマルコフ連鎖モデルで表現できるとする

劣化予測モデルを提案している。 
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(2) 

ここで０～Ⅴは表-1 に示される劣化度に分

類される部材数の割合を示すものであり劣化度

分布を表すものである。t は経過年数を示す。

ｘは遷移確率を示しており、ある劣化度の部材

が単位経過年数（ここでは１年）で次の劣化度

に移行する確率を示し、同じ劣化度に留まる確

率が（１－ｘ）であることを示すものである。

式（２）の劣化予測モデルでは，目視点検結果

から得られた各部材毎の劣化度の分布から遷移

確率を求めることで，将来の桟橋の劣化予測を

行うことができる。遷移確率は目視点検結果か

ら得られる劣化度分布と式(2)から計算される

劣化度分布の偏差 2 乗和が最小となる遷移確率

で与えられる。この手法は，現時点での目視点

検結果による劣化状態から，各部材の劣化度を

経過年数によって確率的に予測することが可能
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なモデルであり，構造物全体の劣化度分布の予

測が可能である。構造物の置かれた環境条件や

構造諸元などの劣化要因は，遷移確率で包括的

に表現されている。このモデルの適用性につい

て参考文献２）では，国内の桟橋における調査

事例から検討しており，調査を行った桟橋の現

状の劣化度を適切な精度で再現できることを示

している。ただし、同一桟橋で複数回調査を行

った事例での検証を行っていないため、劣化予

測モデルとしての適用性についての検証がなさ

れていないとされている。 

ここでは，同一の桟橋において異なった経過

年数での目視点検による劣化度調査が実施され

た事例により，上記のモデルの適用性について

検証する。検証対象としたのは中部地方太平洋

側に位置する民間施設の桟橋Ｂと桟橋Ｆであり，

建設後 24 年目と 28 年目に目視点検による劣化

度調査が実施されている。両施設の建設後 24

年目の調査結果から両桟橋毎に遷移確率を計算

し，この遷移確率を用いて式(2)から得られる劣

図―4 燃料施設 F桟橋床版 

（建設後 28年時での調査） 

図―3 燃料施設 F桟橋床版 

（建設後 24年時での調査） 

図―2 燃料施設 B桟橋床版 

（建設後 28年時での調査） 

図―1 燃料施設 B桟橋床版 

（建設後 24年時での調査） 

表―1 劣化度の分類 
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分類

示方書
の分類 状態

劣化度０ 潜伏期
鉄筋腐食がまだ始まってい
ない段階

劣化度Ⅰ 進展期

鉄筋の腐食が進行している
段階で進展期の前期～中期
に相当する．

劣化度Ⅱ 進展期

コンクリート表面に劣化が
顕在化しているが，まだ腐
食ひび割れは発生していな
い段階

劣化度Ⅲ 加速期

かぶり部分に腐食ひび割れ
が発生した段階で加速期の
前期に相当する段階

劣化度Ⅳ 加速期

かぶり部分に腐食ひび割れ
が発生しており，加速期の
後期に相当する段階

劣化度Ⅴ 劣化期
鉄筋の断面欠損が顕著にな
る段階
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化度分布と調査結果を比較したものが図-1，図

-3である。この結果から、遷移確率という単一

のパラメータを用いた劣化予測モデルで調査時

点での劣化度分布を再現できることが確認でき

た。一方，建設後 24 年目の調査結果から得られ

た遷移確率を用いてその 4 年経過後の劣化度の

予測を行った結果と実際の調査結果を比較した

ものが，図-2，図-4 である。施設Ｂと施設Ｆで

4 年後の劣化度進行に明確な違いがあり，目視

点検結果の精度に若干議論の余地もあるが，予

測結果と調査結果の適合性は劣り，特に施設Ｆ

のような急激な劣化進行が進んだ事例を再現す

ることは困難である。 

 

3．かぶりを考慮した確率論に基づく予測 
3．1 提案する予測モデルの概要 

(1) 劣化度の期間の推定 
提案するモデルは，かぶりの大小の影響が劣

化期間の長さおよび遷移確率に影響を及ぼすの

ものと考え，式（1）で示した塩化物イオン濃

度予測の示方書の考えを取り入れ，塩化物イオ

ン濃度により劣化度０～Ⅴの 6 段階に分類され

る各期間の比率 T０, TⅠ, TⅡ, TⅢ, TⅣ, TⅤをあら

かじめ予測し，劣化度の期間を考慮した遷移確

率を設定し今後の予測を行うものである。  
劣化度の各期間を予測するために式(1)を用

いて塩化物イオン濃度分布の予測を行い，鉄筋

位置で塩化物イオン濃度が 1.2kg/m3 に達した

段階で鉄筋に腐食が発生するものとし，潜伏期

と進展期を判断する。また，塩化物イオン濃度

が鉄筋位置で 2.0kg/m3 に達した段階でコンク

リートに腐食ひび割れが発生する 4）ものとし，

進展期と加速期を判断する。示方書の分類と劣

化度の関係を表―1 に示す。 
 腐食ひび割れが発生した後の鉄筋の体積減少

率 V は，次式 5)を用いて算出し，鉄筋の体積減

少率が 20％を超過した時点で劣化度Ⅴと仮定

した 4）。 

 )a/texp()/(ac4V α×φγ=      （3） 

ここに γ :鉄筋の単位体積質量（mg/cm3） 

a:腐食量とひび割れ幅を関係付ける係数 

（1500mg/cm3と仮定 4））c :腐食による初期のひ

び割れ幅（0.005cm と仮定 4））φ:鉄筋径(cm)，

ｔ：時間(year) 

α :腐食速度とひび割れ幅の関係付け係数 

（220mg/cm3/y と仮定 4）） 

 式（1），（3）から劣化度の各期間を求め，劣

化度の期間を推定し，各劣化度の期間の比率 T

０, TⅠ, TⅡ, TⅢ, TⅣを算出した。なお，進展期，

加速期については劣化度がさらに 2 分類されて

いるが，その期間について劣化期間は同じであ

るとして等分した。ここでは各劣化期間のうち

進展期が最も短い期間となり，進展期は劣化度

ⅠおよびⅡに区分されることから，最も短い劣

化度の期間となる劣化度Ⅰ，劣化度Ⅱの期間の

比率をそれぞれ１と設定した。 

(2) 劣化期間を考慮した遷移確率 
 期間が短い劣化度ほど次の劣化段階に移行し

やすいものと考え，各劣化度の期間の比率 T０

～TⅣに対して表―2 のように遷移確率（x0～xⅣ）

を設定する。ここでαは進展期の遷移確率であ

り，調査実測値の劣化度分布と遷移確率（x0～

xⅣ）から算出した劣化度分布との偏差 2 乗和が

最小となるαを求めた。 

 上述のような各劣化度の期間を考慮した劣化

予測モデルは式（4）に示すとおりとなる。 
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(4) 

表―2 遷移率の設定 

劣化度 ０ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
劣化期間
の比率 T０ TⅠ=1 TⅡ=1 TⅢ TⅣ

x０= xⅠ= xⅡ= xⅢ= xⅣ=

α/T０ α/TⅠ α/TⅡ α/TⅢ α/TⅣ
遷移率
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表―3 入力値 

図―7 入出荷施設 D桟橋，床版 

（建設後 27年時） 

図―5 入出荷施設 D桟橋，床版 

（建設後 20年時） 

図―6 入出荷施設 D桟橋，床版 

（建設後 26年時） 

表―4 劣化期間の割合 

表―6 調査実測値との偏差 2乗和の比較 

（入出荷Ｆ桟橋，床版） 

表―5 調査実測値との偏差 2乗和の比較 

（入出荷Ｄ桟橋，床版） 

図―8 燃料施設 F桟橋床版 

（建設後 24年時） 

図―9 燃料施設 F桟橋床版 

（建設後 28年時） 

表面塩化物イオン濃度 13.0(kg/m3)

見かけの拡散係数 1.86×10-8（cm2/sec）
鉄筋径 1.6(cm)
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劣化度 0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

かぶり5cm 4年間
各期間の
比率：T 4 1 1 15 15

かぶり
10cm 17年間

各期間の
比率：T 5 1 1 4.29 4.29

加速期進展期

30年間７年間

30年間２年間

24年目 28年目
提案モデル 0.006 0.073

既往のモデル2) 0.024 0.326

20年目 26年目 27年目
提案モデル 0.0957 0.0669 0.0807

既往のモデル2) 0.0290 0.0727 0.2026
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3．2 提案モデルの検証 
 かぶり厚さの違いによる劣化度の進行の違い 
を調べるために，かぶりが 5cm，10cm の場合

について式(1)，式(3)を用いて各劣化度の期間を 
算出した。使用したパラメータを表―3 に示す。

各劣化期間の長さ及び比率を表－4 に示す。か

ぶり厚さの大小によって各劣化度の期間の比率

に違いが生じることがわかる。複数回の目視に 
よる劣化調査が行われた桟橋Ｄ，Ｆの調査事例

をもとに，本提案モデルの検証を行った。桟橋

Ｄは中部地方太平洋側の桟橋であり，建設後 20
年，26 年，27 年目に目視による劣化調査が実

施されている。桟橋Ｆは前述のものと同じもの

である。 
 初回の点検結果から遷移確率を求め，得られ

た遷移確率から初回の劣化度の再現計算および

各点検年の劣化予測計算を行い，それぞれの対

応する目視点検調査結果による劣化度分布と比

較した。初回点検結果から遷移確率を算定する

方法は前述の通りであるが，かぶりについては

設計時のかぶり厚さを用いた。 
 図―5，図―6，図―7 は，桟橋Ｄの床版につ

いて結果を，図―8，図―9は桟橋Ｆの床版につ

いての結果を示したものである。桟橋 D は，20
年目から 6 年間で劣化度Ⅱ，Ⅲの割合が増える

形で劣化が進行した事例であり，桟橋 F は 4 年

間での劣化が比較的急速に進行した事例である

が，このような桟橋での劣化事例に対して提案

モデルは調査結果を比較的精度良く再現してい

ることがわかる。表－5,6 は実測値と予測値の

偏差自乗和の値を示したものであるが，比較の

ため示した参考文献 2)のモデルによる結果と

比べて，本提案モデルによる値が小さくなって

おり，このことからも提案モデルの予測精度が

向上していることがわかる。 

 
4． まとめと今後の課題 

(1) かぶりを考慮するために劣化度の期間をあ

らかじめ計算し，劣化期間毎に設定した遷移

確率を用いた確率モデルを提案した。複数回

の調査を実施した桟橋の劣化調査結果を用い，

提案したモデルの検証を行い，有効性が確認

できた。提案したモデルは比較的かぶり厚が

小さい床版部では，劣化の進行が急速に進む

場合が多いことから適用が可能であり，また

かぶり厚を明確に考慮したモデルであると言

える。 

(2) 本研究では、補修を一度も行っていない桟

橋を対象として提案モデルの検証を行った。

実際には補修後の再劣化が問題となる場合も

少なくないことからこれらの事例を対象とす

る必要もあるが，補修工法の相違によって補

修後の遷移確率に違いが生じるものと考えら

れるため今後実測データの収集が必要となる。 
(3) 確率モデルを使用することで構造物全体

の劣化予測分布の予測が可能となることから

劣化度と補修工法を関係付け，前述した再劣

化の遷移確率を考慮することでライフサイク

ルコストの計算が可能になる。そのためには

既存の補修事例から劣化度と補修工法とを関

連づけることが必要となる。 
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